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平成17年には合計特殊出生率が過去最低の1.25を記録

し，少子化問題がさらに深刻となってきました。思えば

平成元年，合計特殊出生率が1.57となったときに，1.57
ショックといって少子化が社会の問題としてクローズア

ップされました。合計特殊出生率が前後の年より極端に

低かった丙午の昭和41年をさらに下回ったからです。そ

れまでは妊娠出産育児は家庭の問題として個々にまかさ

れておりましたし，子育て中の女性の就労は，止むを得

ない状況であるが，家庭内で子どもが育つのが望ましい

という価値観がありました。

少子化によって社会の活力の低下が懸念され，将来の

労働力の確保に危機感が生じたとき，この対策が大変注

目されるようになりました。何とか子どもを産み育てや

すい社会を作ってゆこう，そのためには省庁の枠をこえ

てとりくんでいこうということでまずは平成 6 年エンゼ

ルプランが策定されたわけですが，子どもを育てながら

仕事が続けやすいように保育所を増やしていくところに

大きな比重がおかれました。少子化によって労働力が不

足する不安は理解できますが，子育て中の若いお母さん

を労働力としてすい上げていくことにかなり力が入って

いることには当時疑問を感じました。もっと広い視野

で，子供を産んで育ててゆこうという意欲を向上出来る

方策はないのかと。

労働力にばかり目を向けるのではなく，子どもの育ち

やすい社会を作っていくことは公衆衛生の課題でありま

す。子どもはあらゆる世代の基でありますから，すべて

のライフステージを通じた公衆衛生の問題として，子育

て支援を考えてゆかねばならないと思うわけです。

（加藤則子）


